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民民主主党党①①

独立した組織で消費者行政を徹底監視！


政府案＞ 「（内閣府の）外局」とは、単なる政府の「内部部局」


民主党案＞ 消費者権利院こそ、消費者目線の真の独立組織


事


＜政府案との比較＞


✓ 消費者権利院こそ、真の独立組織


✓ ただし、消費者庁の設置自体と消費者権利院制度は


両立可能（条件あり）


消費者行政の司令塔？


✓横並びの機関で独立性なし


※より消費者の権利擁護


に資するためであれば、


消費者庁の設置自体は


否定しない


（消費者庁も監督対象）


○内閣から一定の独立性


を有する機関なので、


消費者のために強力な


監督・勧告が可能。 農
水
省


経
産
省


独立して職権を行使。


法律の移管？


✓多数の法律の一部だけ


✓法執行の大部分は他省


庁の地方機関が実施


すきま事案への対応？


✓財産的被害は対象外


違法収益はく奪制度？


✓導入されず


他省庁への措置要求？


✓閣内不一致になるよう


な権限の行使はできず


要するに、総理大臣の


やる気次第の制度


農
水
省


経
産
省


厚
労
省


内
閣
府消


費
者
庁


総
理


消
費
者
庁
長
官


別人
（対等）

内 閣

業 者


厚
労
省


内
閣
府


消
費


任命・予算を通じて


調査・勧告

内 閣

事 業 者

委任

総理

消
費
者
庁


消費者権利官

○裁判所への申立て


（行為の停止・禁止命令、


財産保全命令）によ


り、緊急時のすき


まない対応が可能


◎違法収益はく奪を


支援（訴訟援助）


者
権
利
院


のみ監督を受ける。
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民民主主党党②②

国の責任で地方の消費者行政を充実！


政府案＞ 現行の仕組みの問題点をそのままにした間に合わせ策


民主党案＞ 国の責任で予算・人員を確保 ＆ 情報の真の一元化を実現


（一


＜政府案との比較＞


✓ 地方の消費生活センターのヒト（人員）・カネ（予算）


を国の責任で確保


✓ 国・地方同一組織で事故情報等の迅速な一元化を実現


○同一組


等は迅速


（真の一


✓ 別々の機関の間で迅速


な情報伝達が可能か ?
相談員


財政支援 40 億円


（ひもつき、時限的）


✓地方財政にゆとりはない。


消費者行政充実に継続的


に予算を回せるか ?


✓法律で位置づけただけで


必要な予算・人員を確保で


きるのか ?


（結局は自治体まかせ！）


✓相談員の待遇改善策なし

政府

部両立可能）


織で事故情報


に伝達


元化） 

消費者権利院


（国センを含む）

地方公共団体

消費者行政部局


これまで通りの

地方消費者権利局


（47 都道府県）


密接な連絡を確保


（法案第53 条）


○国の責任で予算・人員を確保。


予算：1,000 億規模（恒常的）


人員：相談員定数１万人

（支局）


消費生活センター


（全国に約 300～400）

任期 10 年（再任可）保障

相談員

事故情報

政府

消費者庁

国セン

地方公共団体

消費者行政部局

消費生活センター

消費生活相談等

情報共有

事故情報

密接な連絡

事故情報

消費者庁

事故情報

事故情報

事故情報

消費生活相談等

〔一般交付金等〕
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◎


③


④


民民主主党党③③

実効的な違法収益はく奪制度を導入！


民主党案＞ 適格消費者団体との役割分担による実効的な違法収益はく奪


＜ポイント＞


✓ 政府案にはない違法収益はく奪制度を導入


✓ 財産保全命令・損害賠償等団体訴訟で、確実な違法


収益のはく奪・被害回復を実現


適格消費者団体は、


認定制から登録制へ改め、


その数を大幅に増加させる。


② 多数の消費者のために適格消費者団体が


損害賠償等団体訴訟を提起


＊裁判所の許可により適正な訴訟追行を確保


＊消費者は申出により対象から外れることが可能


消
費
者
権
利
院


適
格
消
費
者
団
体


事


業


者


消


費


者


①仮差押命令の手続
（訴訟提起前でも可）


消費者は、個人による
訴訟も選択可能。


③賠償金の回収・強制執行


訴
訟
の
支
援


財
政
支
援


①


迅


（


①


適格消費者団体に対する財政支援を実施


適格消費者団体による訴訟について、


資料の提供・訴訟参加等の支援を実施


賠償金の回収・強制執行は、適格消費


者団体が実施


裁判所の監督の下で、適格消費者団体


が賠償金を各消費者に分配


①財産保全命令の手続

②損害賠償等団体訴訟

④賠償金の分配手続

消費者権利院が一元的な情報をもとに、


速な財産保全を実施


裁判所の手続により公正性を確保。）


適格消費者団体にも同様の権限





